
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人和歌山大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２１年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　　国立大学法人和歌山大学役員給与規程により、給与については、文部科学省

　国立大学法人評価委員会が行う業績評価の結果を勘案し、その職務に応じて

　１００分の１０の範囲内で増額又は減額することができることとしている。

　② 役員報酬基準の改定内容

　　　　　平成21年人事院勧告に準拠して、給与法に定める指定職俸給表を

　　　　参考とし、俸給月額を約0.3％引き下げ（平成21年12月1日より改定）

　　　　期末特別手当の支給月数を年間0.25月引き下げることとした。

　　　　また、12月期の期末特別手当において、年間給与で民間給与との

　　　　実質的な均衡を図るための特例措置（平成21年4月から11月までの

　　　　役員俸給・地域手当・期末特別手当の0.24％分を減額）を実施した。

法人の長

　　　　　平成21年人事院勧告に準拠して、給与法に定める指定職俸給表を

　　　　参考とし、俸給月額を約0.3％引き下げ（平成21年12月1日より改定）

　　　　期末特別手当の支給月数を年間0.25月引き下げることとした。

　　　　また、12月期の期末特別手当において、年間給与で民間給与との

　　　　実質的な均衡を図るための特例措置（平成21年4月から11月までの

　　　　役員俸給・地域手当・期末特別手当の0.24％分を減額）を実施した。

　　　　　新たに理事（非常勤）の就任に伴い、給与法を基に、実情の勤務

　　　　形態に合わせて非常勤役員俸給表を作成し、非常勤役員手当の月額化

　　　　を実施した。また、同時に、交通費支給基準を制定するための細則を

　　　　作成し、交通費の支給を実施した。（平成21年8月1日より改定）

監　事 　　　　　該当者なし。

　　　　　新たに理事（非常勤）の就任に伴い、給与法を基に、実情の勤務

　　　　形態に合わせて非常勤役員俸給表を作成し、非常勤役員手当の月額化

　　　　を実施した。また、同時に、交通費支給基準を制定するための細則を

　　　　作成し、交通費の支給を実施した。（平成21年8月1日より改定）

理　事

監　事
(非常勤)

理　事
(非常勤)
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２　役員の報酬等の支給状況

平成２１年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

6,769 4,260 2,294
127
87

（地域手当）
（通勤手当） 7月31日

千円 千円 千円 千円

10,728 7,940 2,420
238
130

（地域手当）
（通勤手当） 8月1日

千円 千円 千円 千円

4,927 3,136 1,689
94
8
（地域手当）
（通勤手当） 7月31日

千円 千円 千円 千円

4,964 3,136 1,689
94
45

（地域手当）
（通勤手当） 7月31日

千円 千円 千円 千円

5,017 3,136 1,689
94
98

（地域手当）
（通勤手当） 7月31日

千円 千円 千円 千円

8,575 6,264 1,909
187
214

（地域手当）
（通勤手当） 8月1日

千円 千円 千円 千円

8,413 6,264 1,909
187
52

（地域手当）
（通勤手当） 8月1日

千円 千円 千円 千円

12,478 7,840 3,305
1,254

79
（地域手当）
（通勤手当） 4月1日 ◇

前職
就任・退任の状況

役名
その他（内容）

法人の長

Ｃ理事

Ａ理事

Ｆ理事

Ｅ理事

Ｂ理事

Ｄ理事

法人の長

（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,403 2,240 0 163 （交通費） 8月1日

千円 千円 千円 千円

140 140 0 0 7月31日

千円 千円 千円 千円

1,536 1,470 0 66 （交通費） 3月31日

千円 千円 千円 千円

435 420 0 15 （交通費） 10月1日 ※

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

注２：地域手当とは、地域における民間の賃金水準を基礎とし、地域における物価等を考慮して和歌山県

　　　和歌山市に所在する事業所に勤務する役職員に支給しているものである。

注３：「前職」欄の「◇」は役員出向者であることを示す。

注４：「前職」欄の「※」は独立行政法人等の退職者であることを示す。

Ｂ監事
（非常勤）

Ｇ理事
（非常勤）

Ａ監事
（非常勤）

Ｃ監事
（非常勤）
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３　役員の退職手当の支給状況（平成２１年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

7,952 5 4 H21.7.31 1.0

千円 年 月

5,194
（46,475）

4
（35）

5
（4）

H21.7.31 1.0

千円 年 月

　文部科学省国立大
学法人評価委員会の
基本的考え方を参考
に、同人の在任期間
中の業務に対する貢
献度等を総合的に勘
案し、評価「１」と
決定した。

　文部科学省国立大
学法人評価委員会の
基本的考え方を参考
に、同人の在任期間
中の業務に対する貢
献度等を総合的に勘
案し、評価「１」と
決定した。

　文部科学省国立大
学法人評価委員会の
基本的考え方を参考
に 同人の在任期間

法人の長

理事Ａ

法人での在職期間 摘　　要

1,568 1 4 H21.7.31 1.0

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

注１：「業績勘案率」の欄には、当法人の役員退職手当規程に基づき、退職手当の算定に当たって当該退職

　　　役員の業績に応じて決定し乗じることとしている係数である業績勘案率を記載した。

注２：理事Ａについては、役員在職期間を役員退職手当規程に適用させて算出した金額を記載するとともに、

　　　括弧内に、役員在職期間に職員在職期間を通算した期間（「法人での在職期間」欄の括弧の期間）を

　　　もって当該役員の在職期間として算出した金額を記載した。

に、同人の在任期間
中の業務に対する貢
献度等を総合的に勘
案し、評価「１」と
決定した。

監事

監事
（非常勤）

理事Ｂ

理事
（非常勤）

該当者なし

該当者なし

該当者なし
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Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　　限られた運営費交付金の範囲内で業務を行う必要があるため、組織の合理化・

　効率化等を図り、かつ教職員のインセンティブを消失せしめないような人事政策

　（給与制度）を検討し、それらに基づいた適正な人件費管理を行うこととして

　いる。

　② 職員給与決定の基本方針

　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　　当法人の運営活動に必要な経費が、その大部分について国からの運営費交付金

　及び授業料に委ねられていることから、国家公務員の給与水準を十分考慮し、

　国家公務員の例に準じた措置を講じている。

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

　　昇給、昇格の実施及び勤勉手当の成績率の判定にあたっては、勤務評定の

　結果等を踏まえた勤務成績を考慮している。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　① 人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容

　ウ 平成２１年度における給与制度の主な改正点

　１．平成21年人事院勧告に準拠し、下記の施策を実施した。

　　①平成21年6月1日より指定職俸給表を廃止し、それに伴い期末特別手当を廃止

　　　した。

　　②平成21年12月1日より全俸給表を改定した。（平均△2.0％。初任給を中心と

　　　した若年層は据置き。外国人教師は当該契約期間においては未改定。）

　　③平成21年12月1日より俸給の調整基本額を一部改定した。（最大100円の減額）

　　④期末・勤勉手当の年間支給月数を変更した。

　　　（年間4.50月→4.15月。再雇用職員は年間2.35月→2.20月）

　　⑤平成21年12月1日より自宅にかかる住居手当（月額2,500円）を廃止した。

　２．教員免許状更新講習実施に伴い、教職員免許状更新講習手当（講義等担当

　　　1時間につき5,000円）を新設した。

　　基準日（6月1日・12月1日）以前6ヶ月以内の期間における、勤務評定の結果等を

　踏まえた勤務成績に応じて決定される支給割合（成績率）に基づき支給される。

俸給月額
（昇　給）

　　勤務評定の結果等を踏まえ、勤務成績が適切に反映されるよう、昇給区分に応じた

　号俸数上位の号俸に昇給させることができる。

俸給月額
（昇　格）

　　勤務成績が良好で、かつ昇格基準に達している場合、その者の資格に応じて、

　１級上位の級に昇格させることができる。

給与種目

賞与：勤勉手当
（査定分）

制度の内容
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

[年俸制適用者以外]

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

419 45.8 7,608 5,612 169 1,996
人 歳 千円 千円 千円 千円

102 41.3 5,251 3,925 115 1,326
人 歳 千円 千円 千円 千円

250 48.7 8,840 6,478 219 2,362
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

24 42.3 6,959 5,215 62 1,744
人 歳 千円 千円 千円 千円

40 41.0 6,506 4,880 70 1,626
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

うち賞与

常勤職員

うち所定内人員

医療職種
（病院医師）

平均年齢
平成２１年度の年間給与額（平均）

総額
区分

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

教育職種
（附属高校教員）

技能・労務職種

その他医療職種
（看護師）

在外職員 該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

2

人 歳 千円 千円 千円 千円

4 62.0 3,438 2,926 170 512
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 62.2 3,506 2,977 143 529
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

医療職種
（病院医師）

事務・技術

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

教育職種
（外国人教師等）

事務・技術

再任用職員

教育職種
（大学教員）

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

在外職員

任期付職員
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うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：常勤職員の技能・労務職種及びその他医療職種（看護師）、任期付職員の教育職種（外国人教師等）、

　　　再任用職員の技能・労務職種、非常勤職員の事務・技術職種については、該当者が２名以下のため、

　　　当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

注３：「教育職種（附属高校教員）」とは、附属特別支援学校教員を示す。

[年俸制適用者]

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 41.7 5,017 5,017 133 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

区分 人員 平均年齢
平成２１年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内 うち賞与

人員 平均年齢
平成２１年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内 うち賞与

事務・技術

教育職種
（大学教員）

非常勤職員

事務・技術

区分

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）

任期付職員

9 43.3 5,235 5,235 142 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

注１：任期付職員の教育職種（附属義務教育学校教員）については、該当者が1名のため、当該個人に関する

　　　情報が特定されるおそれのあることから、「平均年齢」以下の事項については記載していない。

（大学教員）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（附属義務教育学校教員）
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（事務・技術職員）

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

注２：年齢４８～５１歳の該当者は３人のため、当該当個人に関する情報が特定されるおそれの

　　　あることから、年間給与額の第１・第３分位については表示していない。

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

②　

0
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2,000 

4,000 
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10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

20-23歳 24-27歳 28-31歳 32-35歳 36-39歳 40-43歳 44-47歳 48-51歳 52-55歳 56-59歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

人千円

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

10 56.2 6,920 7,510 7,898

12 53.4 6,341 6,606 6,705

34 44.1 5,212 5,613 6,022

21 36.6 4,199 4,424 4,710

25 29.8 3,080 3,429 3,718

注１：「課長」には、課長相当職である「事務長」を含む。

注２：「課長補佐」には、課長補佐相当職である「事務長補佐」および「専門員」を含む。

注３：「係長」には、係長相当職である「専門職員」を含む。

・課長

代表的職位

・主任

平均人員分布状況を示すグループ

・係員

・課長補佐

平均年齢

・係長
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人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

人千円
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（教育職員（大学教員））

注１：年齢２４～２７歳の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの

　　　あることから、年間給与については表示していない。

注２：年齢２８～３１歳の該当者は４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの

　　　あることから、年間給与額の第１・第３分位については表示していない。

（教育職員（大学教員））

0

50

100

150

200

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

20－23歳 24－27歳 28－31歳 32－35歳 36－39歳 40－43歳 44－47歳 48－51歳 52－55歳 56－59歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

年間給与の分布状況（教育職員（大学教員））

人千円

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

128 54.8 9,115 9,864 10,598

94 43.3 7,158 7,691 8,277

8 38.9 6,297 6,815 7,139

16 37.4 5,560 5,945 6,214

1 - - - -

3 48.8 - 5,424 -

注１：助手の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　平均年齢及び年間給与の平均額は表示していない。

注２：教務職員の該当者は３人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあること

　　　から、年間給与額の第１・第３分位については記載していない。

・准教授

・助教

平均

・教授

・講師

・教務職員

・助手

分布状況を示すグループ 人員

代表的職位

平均年齢
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区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的 係員 係員 主任 係長 課長補佐
な職位 主任 係長 課長補佐 課長

人 人 人 人 人 人

102 17 29 29 15 10
（割合） ( 16.7 %) ( 28.4 %) ( 28.4 %) ( 14.7 %) ( 9.8 %)

歳 歳 歳 歳 歳

42 46 46 59 59

～ ～ ～ ～ ～

24 30 37 46 41
千円 千円 千円 千円 千円

3,019 3,845 4,653 5,105 6,821
～ ～ ～ ～ ～

2,144 2,588 3,373 4,384 4,913
千円 千円 千円 千円 千円

4,008 5,028 6,247 6,994 8,848

～ ～ ～ ～ ～

2,870 3,460 4,510 5,969 6,758

区分 計 ６級 ７級 ８級 ９級 １０級

標準的 課長 部長 局長 局長 局長
な職位

人 人 人 人 人

2 0 0 0 0
（割合） ( 2.0 %) ( 0.0 %) ( 0.0 %) ( 0.0 %) ( 0.0 %)

歳 歳 歳 歳 歳

～ ～ ～ ～ ～

所定内給与年額
(最高～最低)

年間給与額
(最高～最低)

年　齢
（最高～最低）

人員

年　齢
（最高～最低）

（事務・技術職員）

職級別在職状況等（平成２２年４月１日現在）
（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

③

人員

～ ～ ～ ～ ～
千円 千円 千円 千円 千円

～ ～ ～ ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円

～ ～ ～ ～ ～

注：６級における該当者が２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあること

　　から、「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 教務職員 助教 講師 准教授 教授 教授
な職位 助手

人 人 人 人 人 人 人

250 4 16 9 93 128 0
（割合） ( 1.6 %) ( 6.4 %) ( 3.6 %) ( 37.2 %) ( 51.2 %) ( 0.0 %)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

50 47 51 61 64

～ ～ ～ ～ ～ ～

27 30 30 33 40
千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,161 4,966 5,734 6,593 8,602

～ ～ ～ ～ ～ ～

2,957 3,921 3,997 4,352 5,371
千円 千円 千円 千円 千円 千円

5,649 6,610 7,806 9,057 11,842

～ ～ ～ ～ ～ ～

3,907 5,349 5,515 5,982 7,487

人員

所定内給与年額
(最高～最低)

年　齢
（最高～最低）

年間給与額
(最高～最低)

年間給与額
(最高～最低)

（教育職員（大学教員））

所定内給与年額
(最高～最低)
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夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

64.8 69.5 67.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.2 30.5 32.7

％ ％ ％

         最高～最低 38.1～33.7 32.7～29.8 34.4～31.6

％ ％ ％

64.4 68.5 66.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.6 31.5 33.4

％ ％ ％

         最高～最低 41.0～32.2 36.7～28.5 37.4～30.3

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

64.1 67.7 66.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.9 32.3 34.0

％ ％ ％

         最高～最低 41.0～33.9 36.3～29.9 38.3～31.8

％ ％ ％

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

（事務・技術職員）

賞与（平成２１年度）における査定部分の比率
（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

区分

（教育職員（大学教員））

管理
職員

④

64.6 68.7 66.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.4 31.3 33.3

％ ％ ％

         最高～最低 41.0～32.0 36.7～29.1 38.8～30.9

一般
職員

一律支給分（期末相当）
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対国家公務員（行政職（一）） 84.0

対他の国立大学法人等 95.5

対他の国立大学法人等 98.2

注：当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大学法人等」

　　においては、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の

　　給与水準を100として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において

　　算出。

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　 　　　89.5

参考 学歴勘案　　　　　 　　　83.0

地域・学歴勘案　　　　　 89.2

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標
（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

項目 内容

（事務・技術職員）

（教育職員（大学教員））

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　56.5％
（国からの財政支出額　4,488,281千円、支出予算の総額　7,950,256千円

成 度 算）

指数の状況

　対国家公務員　　84.0

⑤

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　　95.3
　　注：上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成21

　　　　年度の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

　職員の給与水準については、引き続き社会一般の情勢に適合したものと
なるよう努める。

講ずる措置

：平成21年度予算）

【検証結果】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合は高いが、累積欠損額も
なく、対国家公務員指数も100未満であり、当法人の給与水準は適切な
状況にあると思われる。

　給与水準の
適切性の検証
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成21年度）

前年度
（平成20年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

（Ａ）
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

（Ｂ）
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

（Ｃ）
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

（Ｄ）
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

注：財務諸表附属明細書「役員及び職員の給与明細」では受託研究費等により雇用される職員に係る費用、

　　人材派遣契約に係る費用及び福利厚生費を計上していないため、本表とは一致しない。

　総人件費について参考となる事項

①　給与、報酬等支給総額の対前年度比は△5.7％で、主な要因は常勤職員数の減少（503人→493人

　　（年度末））、人事院勧告に準拠した各施策（全俸給表の改定（平均△2.0％）、期末・勤勉手当

　　の支給月数改定（年間4.50月→4.15月）等）によるものと推測される。

　　また、最広義人件費の対前年度比は△4.6％で、主な要因は給与、報酬等支給総額の5.7％減少、

　　および退職手当支給額が前年度に比較して6.4％減少したためである。

② ⅰ） 「行政改革 重要方針 （平成 年 月 日閣議決定）にお て示された改革 実行計画

（ △2.1）5,136,746 5,382,964 △246,218 △112,069

△32,440（ △6.4） （△10.7）

（ △4.6）

△56,913

（　11.8） 222,695

3,759,621

181,053
退職手当支給額

45,028

給与、報酬等支給総額

△32,664（ △6.4）

474,974 507,414
福利厚生費

（　61.3）

（ △5.7） △458,904

中期目標期間開始時（平成
16年度）からの増△減

（△10.9）

476,215

最広義人件費

比較増△減

非常勤役職員等給与
425,936 380,908

508,879

（ 109.6）

3,985,763 △226,142

区　　分

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

②　ⅰ）　「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）において示された改革の実行計画

　　　　を踏まえ、人件費削減の取組を行う。

　　ⅱ）　総人件費の実行計画を踏まえ、平成17年度の人件費予算相当額（役員報酬（常勤のみ）、

　　　　常勤職員給与（基本給、諸手当、超過勤務手当））をベースとして、平成21年度までに

　　　　概ね4％の人件費の削減を図る。

　　ⅲ）　　　　　　　　　　　　　総人件費改革の取組状況

基準年度
（平成17年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

4,287,591 4,042,109 4,013,815 3,985,763 3,759,621

△ 5.7 △ 6.4 △ 7.0 △ 12.3

△ 5.7 △ 7.1 △ 7.7 △ 10.6
(△12.3-△1.7)

　　「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）に

　よる人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率であり、平成18年、

　平成19年、平成20年、平成21年の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ0％、0.7％、

　0％、△2.4％である。

　基準年度（平成17年度）の給与、報酬等支給総額は、法人移行時の人件費予算相当額を基礎に算出

　した平成17年度人件費予算相当額である。

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

人件費削減率
（補正値）（％）

年　　　度

給与、報酬等支給
総額　（千円）

人件費削減率
（％）
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